
年齢階級別の認知症有病率

39

○75歳以上になると有病率が顕著に上昇し、90歳以上では６割超となる。
○特に、女性の有病率が高くなる傾向がある。

（出典）第１回に認知症と向き合う「幸齢社会」実現会議参考資料より引用
（備考）一万人コホート年齢階級別の認知症有病率。



認知症患者数の将来推計

40

○今後、高齢化の進行とともに認知症の人は増加が見込まれる。

（出典）第１回に認知症と向き合う「幸齢社会」実現会議参考資料より引用



65歳以上の要介護度別認定者数の推移

41

○65歳以上の要介護者等数は年々増加。



要介護者等からみた主な介護者の続柄

42

○要介護者等からみた主な介護者の続柄をみると、「同居している人」が45.9%
であり、内訳をみると「配偶者」が最多で22.9%となっている。

○一方、「事業者」も15.7%にのぼり、前回（2019年）調査と比べて増加して
いる。

（出典）厚生労働省「国民生活基礎調査」



同居している主な介護者の介護時間

43

○「同居の主な介護者」の介護時間について、「要介護者等」の要介護度別にみる
と、「要支援１」から「要介護２」までは「必要なときに手をかす程度」が多く
なっているが、「要介護３」以上では「ほとんど終日」が最も多くなっている。

（出典）厚生労働省「国民生活基礎調査」



家族の介護・看護を理由とする離職者等数の推移

44

○介護離職者数は、年間１０万人程度で推移。
○家族の介護をしながら就業する者は増加傾向。

（出典）総務省「就業構造基本調査」
※第１回に認知症と向き合う「幸齢社会」実現会議参考資料より引用



介護離職をした理由

45

○「勤務先の両立支援制度の問題や介護休業等を取得しづらい雰囲気等が
あった」が最多。

（出典）「令和３年度 仕事と介護の両立等に関する実態把握のための調査研究事業報告書」労働者アンケート調査結果
（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社、厚生労働省委託調査）



介護施設等の定員数（病床数）の推移

46

○介護施設等の定員数は増加傾向であり、特に近年は有料老人ホームの定員が
増加している。



介護職員数の推移

47

○要介護（要支援）認定者数の増加に伴い、介護に従事する職員数は増加。



介護職員数の必要数の将来推計

48

（出典）厚生労働省「第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について」

○介護に従事する職員の必要数は、2025年度には約32万人、2040年度には
約69万人増加する見込み。



介護分野の有効求人倍率

49

○介護分野の有効求人倍率は全体に比べ高い水準が続いている。



介護による経済損失の推計（2030年）

50

○2030年における介護による経済損失は９兆1,792億円と試算。

（出典）第13回産業構造審議会経済産業政策新機軸部会資料３より引用



65歳以上の者の参加している学習活動

51

○何らかの学習活動に参加している65歳以上の者は、28.4%
○学習した内容については、「家政・家事（料理・裁縫・家庭経営など）」

（12.0％）、「芸術・文化」（10.6％）、「パソコンなどの情報処理」
（10.4％）などとなっている。



65歳以上の者の社会的な活動への参加状況

52

○65歳以上の社会活動への参加は近年増加。



年齢と社会参加活動の参加状況

53

○社会参加活動をしている者は、60代では約４割、70代以上では男女共に５
割を超えている。

（注）「社会参加活動」とは、地域におけるボランティア活動、NPO活動、町内会・自治会・PTAなどの地縁的活動、その他の市民活動。        
（出所）令和５年版厚生労働白書より引用



65歳以上の者の社会活動への参加状況

54

○社会活動への参加状況を見ると、「健康・スポーツ（体操、歩こう会、ゲー
トボール等）」が25.8％、「趣味（俳句、詩吟、陶芸等）」が14.9％など
となっている。



社会活動に参加して良かったと思うこと

55

○社会活動に参加して良かったと思うことは、「生活に充実感ができた」が約
５割で最も多く、次いで「新しい友人を得ることができた」が約４割となっ
ている。

。



社会参加活動をしない主な理由

56

○社会参加活動をしない理由として、「気軽に参加できる活動が少ないから」
が70代では３割強と最も多く、60代でも２割強となっている。また、年代
を問わず「どのような活動が行われているか知らないから」が約２～３割と
なっている。

（注）「社会参加活動」とは、地域におけるボランティア活動、NPO活動、町内会・自治会・PTAなどの地縁的活動、その他の市民活動。         
（出所）令和５年版厚生労働白書より引用



インターネット利用率

57

○インターネット利用率は、年齢階層が上がるにつれて低下するものの、60歳
以上で近年上昇が見られる。

（出所）総務省「通信利用動向調査」より内閣府作成



65歳以上の者の住居形態

58

○65歳以上の者の８割以上が持ち家に居住しているが、約１割は賃貸住宅に
居住。



年代別持ち家率の推移

59

○持ち家率は、近年、20～50代で減少傾向。

年代別持ち家率の推移

（出所）第１回住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会参考資料より引用



使用目的のない空き家の数

60

○居住目的のない空家はこの20年で約２倍となっており、今後更に増加の見込み。
（2030年には470万戸と推計）

（出所）国土交通省「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」概要資料より引用



高齢者の入居相談の理由

61（出典）第１回住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会資料３より引用

○高齢者の入居相談（居住支援法人に寄せられた入居相談）の理由についてみ
ると、「家賃負担の増大」「退院や施設からの退所」「現在居住している民間
賃貸住宅の取り壊し」等が多い。



高齢者等の入居に対する大家等の意識

62

（出所）第５回住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会資料３より引用

（出典）第１回住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会資料３より引用



高齢者の入居に際し、大家等が求める居住支援策

63（出典）第１回住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会資料３より引用

○高齢者の世帯については、「見守りや生活支援」「死亡時の残存家財処理」
「家賃債務保証の情報提供」のニーズが大きい。



日常生活におけるバリアフリーの進捗状況

64

○60代、70代の６割強が、日常生活におけるバリアフリーがあまり進んでいな
い、または、ほとんど進んでいないと回答しており、他の年代よりも高い。

（出所）内閣府「令和５年度バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する意識調査」



交通事故死者数に占める65歳以上の割合等

65

○交通事故死者数に占める高齢者の割合は増加傾向にある。



75歳以上の運転者による死亡事故件数

66

○75歳以上の運転者による死亡事故件数は令和２年に掛けて減少したが、その
後は増加傾向。



運転免許証の自主返納をしなかった理由

67

○70歳以上で、運転免許証の自主返納を考えたことがあるが、自主返納しな
かった理由として、「車がないと生活が不便だから」が75.1％となっている。

（出所）警察庁「高齢者の特性等に応じたきめ細かな対策の強化に向けた運転免許制度の在り方等に関する調査研究」
（平成31年３月）より引用



68

65歳以上の者の刑法犯被害認知件数

○65歳以上の刑法犯被害認知件数は減少傾向。
○一方、全被害認知件数に占める65歳以上の者の被害認知件数の割合（右目盛
り）は上昇傾向。



69

特殊詐欺の認知件数・被害総額の推移

○特殊詐欺の被害者の約９割が65歳以上となっている。

（出所）警察庁「令和４年における特殊詐欺の認知・検挙状況等について」



70

契約当事者が65歳以上の消費生活相談件数

○全国の消費生活センター等に寄せられた契約当事者が65歳以上の消費生活
相談件数は、足下では減少傾向。



71

市町村における個別避難計画の策定状況

○市町村における個別避難計画の策定状況をみると、「全部策定済」は全体の
8.7％。

（出所）内閣府・消防庁「個別避難計画の策定等に係る進捗状況の把握について（令和５年11月）」



成年後見制度の利用者数の推移

72

○成年後見制度の利用者数の推移は、各類型（成年後見、保佐、補助、任意
後見）で増加している。



老後の生活に関する不安（60代以上）

73

○老後の生活に関してどのようなことに不安を感じるかについて、「移動が困難
になる」と回答した人の割合は、人口規模が小さい市町村では7割弱に上る。

（出所）国土交通白書2020



地域における将来の高齢者の介護や
生活支援に対する不安なこと

74

○地域における将来の高齢者の介護や生活支援に対する不安なこととして、「老
後に一人で生活することになる」が３割弱となっている。

（出所）「地域社会の暮らしに関する世論調査（令和２年度）」（内閣府） 



65歳以上の者の孤独感

75

○65歳以上の者で、自分は取り残されていると感じることが「時々ある」又は
「常にある」との回答、自分は他の人たちから孤立していると感じることが
「時々ある」又は「常にある」との回答はそれぞれ約２割となっている。
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